
出前6か月、地域移行機能強化病棟入院料の施設基準については届出前
1年間の実績を有していること二

(■2_基びに急性期一般入院料2共び又」ま急性期一般入院料3については、
届出前の直近 3月 以上急性期一般入院料

を算定している実績を有していること。ただし、

平成 30年 3月 31日 時点で、診療報酬の算定方法の一部を改正する件 (平

成 30年厚生労働省告示第0お 号)による改正前の診療報酬の算定方法
(以下「旧算定方法」という。)別表第一区分番号A100に 掲げる7対
1入院基本料の届出を行つている病棟並びに一般病棟入院基本料、特定

機能病院入院基本料 (一般病棟の場合に限る。)及び専門病院入院基本料
について、全ての病棟で包括的に届出を行うのではなく、看護配置が異

なる病棟群 (7対 1入院基本料と 10対 1入院基本料の組み合わせに限
る。)ごとによる届出を行つている保険医療機関における当該病棟にあっ

ては、急性期一般入院料 2又は3の基準を満たす限り、平成 32年 3月 31

日までの間、届出前の直近 3月 以上の急性期一般入院料 1又は皇量塑―

キi召瞬議議勢等与(a翻峠→犠る各篠煙豪疑薙等尋抽解解:劃緩曇

兵.び4想:鵬!篠執:莫,が.学tヽど 1霧:尋,れ。る.むaにっぃては.実緯を墓こた単_

(2)

出ている40の 5を届け

の間は、日

いこと。様式 40 のアの届出を要しな

)を届の病院に限る。

1若 し

キしない。

の算定実績を要しない。主た、入院料 2

くは急性期―投入院料 2

病棟入院基本料 (許可病床 が 200床以

提出加算に係るけ出る であって、デー

場合は、 該様式を届け出 の属する月から起算して 1年以

性期一般入院1又は急

1若 しくは急性期―般入院料

こついては、実績を初診料の注 121 規定する機能強化加算 |

697 第4 経過措置等 1 《略》
表 1 新たに施設基準が創設されたことにより、平成 30年 4月以降におい
て当該点数を算定するに当たり届出の必要なもの

初診料の注 12に掲げる機能強化加算

結核病棟入院基本料の注 7に掲げる重症患者割合特別入院基本料

療壺量コ菫△堕量堕目豊玉塞壁病棟入院料2、 注11及び注12に規定する届
る。)

31日におい(平成 30年 3月11に規定する届出療養病棟入院基本料の注

届 つ

る場合にに引き続き算定す

11の届出を院基本料の注

こ限る。)

3」 日におい30年 3月る届出 (平成の注 12に規定す院基本料

に掲げる施設基準 (平 3p l「  10 月 1_旦以

一般病 一般入院料 1:料 (

出 に

て、現 | 旧算定方法 壷ユ ! 掲げる 2の」重:菫病棟入院

ている保険医療機関であって、10月 1日

て、現 | 旧算定方法別表 1 掲げる療養病

胆_乙L

初診料 (歯科)の注 1

重塑1登場塗二」墜登2)

オンライン診療料

‐29-



`匠

三聾ヱ 堡1駐医医墨圏痙望菫菫L」上旦ユ」_墜日亜 _E[工二」巨堕菫≧』:

全L阻登コと

療養病棟入院基本料の注 13に掲げる夜間看護加算

《中略》

特定集中治療室管理料の注4に掲げる早期離床・リハビリテーション加

算

回復期リハピリテーション病棟入院料,41

回復期リハビリテーション病棟入院料63

回復期リハビツテーション病棟入院料6二

地域包括ケア病棟入院料 1

《以下略》

1 《I各》

表 1 《略》
表 2 施設基準の改正により、平成 30年 3月 31日 において現に当該点数

を算定していた保険医療機関であっても、平成 30年 4月 以降において当

該点数を算定するに当たり届出の必要なもの

地域歯科診療支援病院歯科初診料 (平成 31年 4月 1日 以降に引き続き算

定する場合に限る。)

《中略》

再診料の注 12に掲げる地域包括診療加算 1

-般病棟入院基本料 (急性期一般入院基キ料 7、 地域一般入院基本料 2

及び 3を除く。)(平成 30年 10月 1日 以降に引き続き算定する場合に限

る。)

一般病棟入院基本料 (急性期一般入院基本料 4から7までに限る。)(許

可病床数が 2∞ 床未満の保険医療機関に限る。)(データ提出加算の届出

を既に届け出ている保険医療機関を除く。)(平成 31年 4月 1日 以降に引

き続き算定する場合に限る。)

療養病棟入 (当 入院料の施 おける「適切な看取りに

菫主五基國吐」重整工い」延ヱュ旦≡型二墜旦型型基里全国四國醒撻

豊途(2(平成30年 10月 1日 以降に引き続き算定する場合に限る。)

療養病棟入院基本料 (許可病床数が 200床以上の保険医療機関に限る。)

(データ提出加算の届出を既に届け出ている保険医療機関を除く。)(平

成 31年 4月 1日 以降に引き続き算定する場合に限る。)

《中略》

救命救急入院料の注 3に掲げる救急体制充実加算 (平成 31年 4月 1日以

降に引き続き算定する場合に限る。)

饉1定菫虫鮨饉塵圏塑墜Lュヱ_鯉藝墜二重」壁LШ生堕醸ユ星壺Eコ慰L22

場合 |こ限る)

脳卒中ケアユニット入院医療管理料 (平成 30年 10月 1日 以降に引き続

き算定する場合に限る。)

第4 経過措置等698
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回復期リハビリテーション病棟入院料 (データ提出加算の届出を既に届

け出ている保険医療機関を除く。)(平成 31年 4月 1日 以降に引き続き算

定する場合に限る。)

ま薔域泡H需夕=J二病ウ申颯41」S卜‐←可弓賠まμttL40‐手]■L綱尋ら尊条に34き続、当車L岸毬=る

場会日勢発■

緩和ケア病棟入院料 1(平成 30年 10月 1日 以降に引き続き算定する場
合に限る。)

特定一般病棟入院料の注7(平成 30年 10月 1日 以降に引き続き算定す
る場合に限る。)

699 第4 経過措置等 1  《,各》
表 1 《略》
表 2 《略》
表 3 診療報酬の算定項目の名称が変更されたが、平成 30年 3月 31日 に
おいて現に当該点数を算定していた保険医療機関であれば新たに届出は

必要でないもの

地域包括診療加算 地域包括診療加算 2

一般病棟入院基本料 (10対 1入

院基本料に限る。)

急性期一般入院基本料 7

一般病棟入院基本料 (13対 1入

院基本料に限る。)

地域一般入院基奉料 2

一般病棟入院基本料 (15対 1入

院基本料に限る。)

地域一般入院基奉料 3

看護職員夜問 16対 1配置加算 看護職員夜間 16対 1配置加算 1

退院支援加算 入退院支援加算

回復盤ュ全ニユニ=2ユ≧壺菫
入院料 1

回笙塑上全ビリテーション壼
2

回復肛堕」型垣量金室立重

棟入院料2
回復盤型ハビリテ=2ヨ

ン病
4

旦饉工Lヒ菫上量三生2壺
昆丞1赴E

回復豊」二塁主L二=2ョ
ン病

棟入陸盤6

地域包括ケア病棟入院料 1及び

地域包括ケア入院医療管理料 1

地域包括ケア病棟入院料 2及び

地域包括ケア入院医療管理料 2

地域包括ケア病棟入院料 2及び

地域包括ケア入院医療管理料 2

地域包括ケア病棟入院料 4及び

地域包括ケア入院医療管理料 4

699 第 4 経過措置等 4_平成_30年 3 31 日において、現1■日算定方法別表1の量養病棟入院基
本料 1の届 を行つている保険医 関における当該病棟、 に旧算定方

法別表 1の 棟入院基本料 2の 出を行つている保険医 におけ

る当該病棟又 |ま現 に旧算定方法別表 1 の 療養病棟入院 本料の注 1 11 規定

する届出を つている保険医療機関における当該病棟にあ2ては、同年 9

星30E壁生堅12固二堕!塑二重量Lぞれ現菫菫:壺擁入院料 1、 療養病棟入院基本料

の菫二1又墜療養病棟入院基本料の注 12の基準壺満たしてい ものとみな
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」
「2_2_

別添 1 初・再診料の施設基準等

… … … … …

∠

…

菫理製壼理」医睦型童LLユ奎麗墜≡区上_二塁S壺里L型胆 iL三

する観点から、妥結率、単品単価契約率及び一律値引き契約に係る状況

を報告すること等について規定しているが|もので立り、具体的な取扱
い

(1)

と、

交渉を 医薬品価格調査の信頼性を確保慎むこと等に留意するとと
■ 1-
■b[‐ ヽ

や卸品の安定交渉、医薬した値引きの価格を無々の医薬

ヽ 「「しの

については以下のとおりとする。

ア～ウ 《略》

第 2の 5 特定妥結
率初診料、特定妥

結率再診料及び特

定妥結率外来診療

料

702

2 届出に関する事項
(1) 《略》
(2)新捌開弾 Iキ属出を行夕 1顔治 4.こ候 11卜.甲・‐.量:翔i翻圭謳0いモ僣:期― し

1為 ‐̈こ■の場合い ‐ GF‐編出・許 条 踏 1奥`呼月4-―

α卿腱● .‐彙 ■る1.・道
“
'9場
合に豪準 :〔・r・暴出|“殺 興=●一 り・一

昼旦1菫塑L⊥L速コ阻二理ピユ壼L=」塾`_■
■凶 5憂12L盤旦ロロロ望皿

規」腫≧

`墾

雪」L上堡陰I型饉 園2型言菫璧二2整旦≡ 2上L■lL」製菫 ■

歯科外来診療の院内感染防止対策に係る研修については、平成 31年

3月 31日 までは要件を満たしているものとして取り扱う。この場合に

おいて、平成 31年 4月 1日 以降も届出を継続する場合は、様式 2の6

(3)

過す よ

った の

てヽは、出につし当該

年 を経した後、 1月以上経過起算 して 6の翌月から属する

と。出を行うる再度の2の 61までに様

_■による届け出を行うこと。

第 2の 7 歯科点数

表の初診料の注 1

に規定する基準

703

2 届け出に関する事項

■2_歯科外来診療環境体制加算 1又は歯科外来診療環境体制加算 2の施

設基準に係る届出は、別添 7の様式 4を用いること。また、偶発症に

対する緊急時の対応、医療事故井集 1壺量二生型猛二菫二等の医療安全

対策に係る研修を全て修了していることが確認できる文書を添付する

こと。

(2) 当該施設 あ い 。績を要 しっては、行う|準の届出

第4 歯科外来診療
環境体制加算 1及

び歯科外来診療環

境体制加算 2

704

別添2 入院基本料等の施設基準等
4の 2 急性期一般入院基本料、7対 1入院基本料、10対 1

地域一般入院基本料 (地域一般入院料 1に限る。)に係る重症度、医療・看

護必要度については、次の点に留意する。

急性期一般入院基本料、7対 1入院基本料 (結核病棟入院基本料、

入院基本料及び

(1)

709 第 2 病院の入院基

本料等に関する施

設基準

‐32・
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特定機能病院入院基本料 (精神病棟を除く。)及び専門病院入院基本

料)、 10対 1入院基本料 (特定機能病院入院基本料 (一般病棟に限る。)、

専門病院入院基本料)及び地域一般入院料 1を算定する病棟は、当該
入院基本料を算定するものとして届け出た病床に入院している全ての

患者の状態を別添 6の別紙 7の重症度、医療・看護必要度 I・ Ⅱ_玉急

工重」旦二阻●ュとに係る評価票を用いて測定を行い、その結果に基づい

て評価を行つていること。なお、急性期一般入院料 2又は3について

は、一般病棟用の重症度、医療・看護必要度Ⅱを用いて評価を行うこ

と。ただし、王成30年 4月 13日 3月 31日 時点で許可病床数200床未

満の保険医療機関であつて旧算定方法別表第一区分番号A100に掲
げる7対 1入院基本料届出を行つている病棟にあっては、平成 32年 3

月 31日 までの日に限り、一般病棟用の重症度、医療・看護必要度 Iを

用いて評価することも差し支えないこと。

1にあっ地域一般入院料

(―対7性期― 入院料 10 1入院基本料 (特 機能病院入

般病棟 | 限る。)、 専門病 入院基本料)及

712 第 2 病院の入院基
本料等に関する施

設基準

4の 7 礫

“

■

“

も

“

見科4_■
"●

必I産力o算及び一般病粽看菫必要亡
『

価加

算を算定する病棟につ,ヽては.次の点に留意する.
(1)10対 1入院書本料 (特定機鬱病院入院基本将 (一般

"様
に瞑る.)及

び専円病院入院薔本料)_粘麟■艤
`0ロ
ロ膊■●鹸■」L測曰

“

↓Lロ

るい喩 び 10対 1入院
=ホ
● (専用病院入院基本科に限る.)を■定す

る病棟は.当躾入院基本

"を
算定するものとして届け出た

"床
に.直

近3月において入廃している全てのな者の状豫を.別薇16の

"紙
7の

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度 I又

を用いて継続的に測定し、その結果に基づいて評価を行つていること。

10対 1入院基本料 (特定機能病院入院基本料 (一般病棟に限る。)及び

専門病院入院基本料)を算定する病棟については、評価の結果、4の
2(2)別表 1のいずれかに該当する患者の割合が別表 4のとおりであ
ること。

別表4 《略》
(2)～〈5)  《,各》
(6)看護必要度加算の経過措置について、平成 30年 3月 31日 において、
現に看護必要度加算 1、 2又は3を算定するものにあっては、平成 30

年9月 30日 まではそれぞれ平成 30年度改定後の星笙盤二盤△腟料 4、

看護必要度加算 1、 2妥接若し.く は3興 土壺

1駐△盤豊!塾目:主■
=盤
壼菫塵極墜Lとユ 1型臼壁症墜入院基本料)の基準を

満たすものとみなすものであること。

に係る評価票ては Iに限る。)。)にあっ限

料

5若 しくは6又は

はⅡ (13 対 1入

(専門病 入院基本料 l

713 4の 11 「基本診療料の施設基準等」の第五の三の(1)のイの⑥に規定する
「適切な看取りに対する指針」について

「適切な看取りに対する指針を定めていること」とは、当該保険医療機
‐
33‐
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1 本料等に関する施

|
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関において、厚生労働省
「人生の最終段階における医療・ケZの

ロセスに関するガイドライン」等の内容を踏まえ、看取りに対する指針

決定プ

aED(!'6: L tt,'i.
療養病棟入院基本料の注 11の規定により入院料を算定する

は、次の点に留意する。

療養病棟入院基本料の注 1に規定する病棟以外の病棟であって、療養病

棟入院料 2の施設基準のうち、別に厚生労働大臣が定めるも
の (当該病棟

において 1日 に看護を行う看護職員の数が、常時、当該病棟
の入院患者の

数が20若 しくはその端数を増すごとに 1以上であること五 L■建当菫壼盤

又は当該病

棟に入院している患者のうち、医療区分 3の患者と医療区分
2の患者との

合計が5割以上であること)のみを満たせなくなつた場合 (いずれも満た

せなくなった場合を含む。)に、平成 30年 3月 31日 時点で継続して6か月

以上療養病棟入院基本料を届け出ていた病棟に限り、算定
できる。ただし、

別に厚生労働大臣が定めるもののうち、
「当該病棟において 1日 に看護を行

う看護職員の数が、常時、当該病棟の入院患者の数が 20又はそ
の端数を増

すごとに 1以上であること■』饉二聖当塾区!塁1壺生堕■■旦I聾国聾聾璧巨工

菫二重喧二上上二塑壁塁塑丞≦茎二」を満
たせなくなった場合については、

平成 30年 3月 31日 時点で継続して 6か月以上療養病棟入院基本料
を届け

出ていた病棟であることに加え、当該病棟において1日 に看護
を行う看護

職員の数が、常時、当該病棟の入院患者の数が 25又はそ
の端数を増すごと

で あ

10

る必要があること。

に 1以上及び当骸病棟において 1 日 に 力く、助者のう看護補助を

病棟について
第 2 病院の入院基
本料等に関する施

設基準

714

715

療養病棟入院基本料の注 13に規定する夜

(1)～ (2) 《略》

(3)看議職員の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制として、次の体

制を整備していること。なお、当該加算の看護職員
の負担の軽減及び

処遇の改善に資する体制について、平成認ι年3現4Lギ|ギ尋訊ヽ
工理分に

成 31年

3月 31日 までの間に限り、当該基準を満たしているものである
こと。

12 間看護加算の施設基準

ア～エ

(4)～ (5)

《略》

《,各》

第 2 病院の入院基

本料等に関する施

設基準

715

精神病棟入院基本料の注 7に規定する精神

基準

(1)～ (2) 《略》

(3)措置入院患者、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行つた者の医

る法律 (平成 15年法律第 110号。以下
「医療観察

14 保健福祉士配置加算の施設

療及び観察等に関す

第2 病院の入院基

本料等に関する施

設基準

716
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法」という。)第 34条第 1項若しくは第 60条第 1項に規定する鑑定

入院の命令を受けた者又は第 37条第 5項若しくは第 62条第 2項に規

定する鑑定入院の決定を受けた者 (以下「鑑定入院患者」という。)

及び第 42条第 1項第 1号若しくは第 61条第 1項第 1号に規定する同

法による入院 (以下「医療観察法入院」という。)の決定を受けた者
として当該保険医療機関に入院となった患者を除いた当該病棟の入院

患者のうち9割以上が入院日から起算して 1年以内に退院し、自宅等
へ移行すること。「自宅等へ移行する」とは、患家、介護老人保健施

設又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

(平成 17年法律第 123号)に規定する障害福祉サービスを行う施設又

は福祉ホーム (以下「精神障害者施設」という。)へ移行することで

ある。なお、ここでいう「患家」とは、退院先のうち、同一の保険医

療機関の当該入院料に係る病棟以外の病棟へ幡例壺撻した場合、他の

保険医療機関へ転院した場合及び介護老人保健施設に入所した場合を

除いたものをいう。また、退院後に、医科点数表第 1章第 2部通則5

の規定により入院期間が通算される再入院をした場合は、移行した者

として計上しない。

15《略》
16  《口各》

(1)次のいずれかに該当する一般病棟
ア 《略》
イ 児童福祉法第 6条の2の 21狂3重に規定する指定奎違菫量医療機
関

(2)  《略》

第 2 病院の入院基
本料等に関する施

設基準

18 障害者施設等入院基本料の注 10に規定する夜間看護体制加算について

次に掲げる夜間における看護業務の負担軽減に資する業務管理等に関す

る項目のうち、4項目以上を満たしていること。ただし、当該加算を算定

する病棟が 2交代制勤務又は変則 2交代制勤務を行う病棟のみで構成され

る保険医療機関である場合は、(1)及び(3)か ら(7)ま でのうち、4項目

以上を満たしていること。

(1)～ (7) 《略》

る二と二

1,秦 3の第虚二ついては、月(8) (1 )か ら(4)まで、(6)及び(7)の留

4の 3の 9_の (3)と 同様で

720 第5 入院基本料の
届出に関する事項

病院の入院基本料の施設基準に係る届出について

(1)～ (2) 《略》
〈3)療養病棟入院基本料の注13に規定する夜間看護加算及び障害者施設
等入院基本料の注9に規定する看護補助加算を届け出る場合は、別添

7の様式 9、 様式 13の 3及び様式 18の 3を用い、当該加算に係る看

護職員の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制について、毎年 7月

において、前年度における看護職員の負担の軽減及び処遇の改善に資

1
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